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第１章 序論 

 

1.1 研究の背景 

1.1.1 はじめに 

日本において木材は紀元前より人々の生活において様々な方法で活用されてきた。縄

文時代になると食用としての木の実などの収穫だけではなく，森林伐採による焼畑農業

が始まり，燃料としての活用も始まった。建築材料として活用されるようになったのは

紀元後である。例えば，現存する世界最古の木造建築である法隆寺の五重塔は，飛鳥時

代の 607年に創建されており，現在も数多くの木造建築が実存している。日本において

木材が広く使われる建築材料となった要因としては，日本は森林に恵まれた環境であり，

また木材が日本の気候にあった材料であることによるところが大きい。現在でも森林率

67.0%（林野庁報告，平成 29 年 3 月現在）と木材の供給が豊かな環境である。また，

日本の高温多湿な夏の蒸し暑さと冬の乾燥に木材の持つ調湿性は効果が高いことから，

長く建築材料として使用されている。  

 

1.1.2 木材の劣化 

木材は建築に対し使いやすい材料である一方で，材料性能の把握が難しく，様々な劣

化を受けやすい材料でもある。木材の劣化とは，「木材が使用もしくは時間の経過とと

もに，様々な要因によって，本来の色，強さなどの性質が変化し，木材の本来持つ性能

や機能が低下し，経済的価値が低下すること」[1-1]である。木材の主成分はセルロース，

ヘミセルロースとリグニンであり，機械的損傷を除けば，物理的要因，生物的要因によ

って成分が分解されることで材料性能が低下したり，外観が変化したりする。物理的要

因としては紫外線，光，酸素，温度，水分など，生物的要因としては腐朽菌・カビ・虫

などが挙げられる。特に生物的要因のである腐朽菌とシロアリによる蟻害は，強度劣化

を引き起こす原因とされている。以下に腐朽菌およびシロアリによる蟻害の特徴を述べ

る。 

A 腐朽菌 

腐朽菌による腐朽には褐色腐朽，白色腐朽，軟腐朽などがあり，腐朽の進行には水分・

空気（酸素）・温度などが重要である。室内における繊維飽和点での含水率は，樹種に

よらず 28〜30%であるとされており，含水率は 40%〜150％の範囲において腐朽は進

行しやすい。一方，酸素の減少に応じて腐朽しにくくなり，水中などでは腐朽は進行し

ない。腐朽菌の種類による腐朽の違いについては，褐色腐朽は褐色化して亀裂が入るこ

と（図 1-1(a)），白色腐朽は白色化し繊維の海綿状化すること（図 1-1(b)），軟腐朽

は表面が軟化し脱落しやすくなること（図 1-1(c)）などが特徴である。[1-1] 
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(a) 褐色腐朽 (b) 白色腐朽 (c) 軟腐朽 

図 1-1 腐朽菌による腐朽の様子[1-1] 

 

B シロアリによる蟻害 

 虫害を引き起こす甲虫類は「（木材）穿孔性昆虫類」「食材性昆虫類」などと呼ばれ

ており，シロアリやキクイムシ等もそれに分類される。 

 シロアリは乾材シロアリ・湿潤シロアリ・地下シロアリの３つに分類される。乾材シ

ロアリは気乾状態にある立枯木などを食害し，巣は作らずに生活している。湿潤シロア

リは湿った朽木中に穿孔して生活し，地下シロアリは死木中や土中に巣を作り，蟻道を

伸ばして枯木や建築物を摂食する。日本に分布するシロアリのうち，特に住宅における

被害が多いシロアリは地下シロアリのイエシロアリとヤマトシロアリである。イエシロ

アリは水分を運搬する能力があるため行動範囲は広く，加害速度も早い。ヤマトシロア

リは比較的湿った木材を好み，水分が多い場所に生息しているため，並行して腐朽が発

生することもある。また，近年アメリカカンザイシロアリというカンザイシロアリの被

害も日本において広がっている。食害の速度は遅いが，母屋や垂木など屋根裏から侵入

することが多いために発見されにくく被害が拡大するケースが多い。シロアリが好む木

の傾向としては，針葉樹＞広葉樹，早材＞晩材，辺材＞心材となっている。[1-1] 

 

 

図 1-2 シロアリによる蟻害の様子 
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1.1.3 木造建築物の劣化診断方法 

木材の劣化の中でも，特に生物的劣化は強度低下に影響することは前項で記述した通

りであるが，その劣化診断方法については，木材・木質構造の維持管理―劣化診断マニ

ュアル―[1-2]にて定義されている。劣化診断の種類を表 1-1 に示す。劣化診断は一次診

断として数年間に１度の頻度で所有者や専門家によって行われるもので，不具合や劣化

の早期発見を目的としている。劣化診断の方法としては，表 1-2に示す 3 段階がある。 

一次診断は構造部材について目視，打診，触診などで主に腐朽と虫害による劣化部位

を抽出するものである。しかし，一次診断で適切に判断するためには，一定以上の経験

に基づいた技術が必要となり，個人の裁量にかかるところが大きい。経験を積んでいく

ことで，視診にて菌糸や蟻道の様子から，劣化の種類も判断できるようになる。 

二次診断については，一次診断で劣化の可能性があると判断された部位について，計

測機器を使用して測定する方法である。表 1-3に示すような含水率計・衝撃打込器・超

音波測定・穿孔抵抗・電磁波・AE センサーなど携行性に優れた小型で軽量な機器で測

定を行う。 

三次診断は，木材の劣化状態を詳しく正確に評価するために，現場で採取したサン

プル等に対して生物調査や強度測定を行うものである。現場において検査装置を用いた

調査を行うこともある。生物的検出では時間コストはかかるものの腐朽について正確に

判断することが可能であり，強度試験では木片を切り取るため損傷は大きいものの強度

を的確に知ることができるという利点がある。 
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表 1-1 劣化診断の種類[1-3] 

劣化診断 期間 実施者 内容 

日常診断 巡回時 所有者・管理者 重点項目を中心とした簡単な

診断 

定期診断 

（劣化診断） 

数年毎 所有者・管理者 

/専門家（木材劣化診断士） 

一次診断（不具合や劣化の早

期発見） 

重点診断 不定期 専門家（木材劣化診断士） 二次診断（不具合部分の精密

診断） 

不定期診断 台風・ 

地震の後 

所有者・管理者 

/専門家（木材劣化診断士） 

不具合の発見 

 

表 1-2 劣化診断方法[1-3] 

一次診断 目視，打診，触診および突き刺し診による劣化診断で，訓練された検査員が，

主要構造部材を検査する。明らかな劣化や，劣化の可能性がある部位を抽出す

るのが目的。 

二次診断 現場用の機器によるより定量的な劣化診断。計測は非破壊検査，材料の強度

（欠損率）に関するデータ等を収集する。一次診断と二次診断は同時に行うこ

とがある。 

三次診断 現場で採取したサンプルについて，専門の検査機関において，劣化の種類や程

度を精密に判定する。腐朽の有無や程度，昆虫の種類等を同定する。一次・二

次診断の現場からのサンプルを検査する。 

 

表 1-3 二次診断に使われる機器[1-3] 

方法 原理 使用機器 

機器を押しあてて電気抵抗あるいは静電容量

を測定 

電気 含水率 

金属ピンを一定衝撃力で打ち込み，挿入深さ

を測定 

衝撃打込 ピロディン，プローブ

など 

発信用および受信用のプローブを押しあて

て，超音波伝搬速度（伝達時間）を測定 

超音波 ウッドポールテスタ

ー，パンジッド，ドク

ターウッドなど 

ドリルで穿孔しながらトルクをモニター 穿孔抵抗 レジストグラフなど 

電磁波を発射し，反射波を分析 電磁波 電磁波レーダーなど 

白蟻食害による微小破壊に伴い発生するアコ

ースティックエミッションをモニター 

AE AE センサー 
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1.1.3  文化財建築物に対する補修・補強 

文化財建築物に対して現在行われている補修・補強は，表 1-4に示すように破損状況

により小修理・維持修理・根本修理の 3つに分類されている。修理の際には建築物の健

全な部材はそのまま保持され，劣化した部材を根継ぎなどの伝統工法によって新しい健

全な木材への部分的な取替え（図 1-3(a)）が実施され，破損状況が著しい場合には，解

体修理などが実施されている（図 1-3(b)）。さらに近年では高性能繊維を被覆する SRF

工法や炭素繊維による修復（図 1-3(c)）なども適用されている。しかし，これらの方法

では文化財建築の文化的・意匠的価値を維持できないケースや，独特の形状の部材に対

しては前述の手法の適用が困難なケースもある。一方で，できるだけ現状の部材を生か

して使用し，デザイン形状を維持することができる樹脂充填による部材補強は近年にお

いても検討されている[1-6]〜[1-9]。しかし，充填による補強に対する精度の安定性には不安

が残り，また非破壊での充填検証や補強効果の確認方法は未だ確立されていない。 

 

表 1-4 保存修理の種類[1-4] 

劣化診断 期間 

小修理 
日常管理における破損部分の補修，日常的に傷みやすい屋根や壁の部

分補修，床板の張り替えなど 

維持修理 
経年による破損を補修し，建造物としての機能を維持するため，周期

的に行う修理，「屋根葺替」や「塗装修理」など 

根本修理 

柱や梁など主要構造部にまで破損が及んだ場合に建造物を解体して各

部材の補修を行い，建造物を健全な状態に回復させる修理。全ての部

材を解体して組み直す「解体修理」や，軸部の一部を解体せずに行う

「半解体修理」など 

 

  
 

（a) 根継ぎ （b) 解体 （c) 炭素繊維による修復例[1-5] 

図 1-3 修復例 
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1.2 研究の目的 

本研究においては，伝統建築の保存や木質材料の積極的な利用が謳われる近年にお

いて，建築をなるべく壊さずに劣化状況を定量的に把握する非・微破壊による劣化状

況調査や建築をなるべく壊さずに補強する方法について検討を行う。 

木材の数多くある劣化原因の中の 1つの要因に絞った強度低下の研究は行われてき

ているものの，既存建築物では単独の要因による劣化のケースはほとんどなく，いく

つかの因子が複合した劣化によることが一般的であり，それぞれの要因に分離し把握

することは困難である。特に，シロアリによる蟻害では木材内部を主に食害していく

ため表面から目視により劣化の程度を判断することが難しいケースも多くある。 

また，表面からボロボロと剥がれ落ちることが多い腐朽による劣化に対し，蟻害劣

化部材は劣化の程度によっては蟻道に樹脂等を充填する事で部材を使用したまま表面

に損傷を与えずに部材の補強を可能とする。 

以上のことから，本研究においては，蟻害劣化による強度低下に対する診断方法と

材料強度推定手法の提案を行うとともに，蟻害劣化した部材に対して樹脂充填による

補強方法を提案し，非破壊によって樹脂充填の検証および補強効果の確認を行う方法

を検証する。  
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1.3 本論文の構成 

 本論は全 5 章，および 5 章までで検討した提案内容の既存建築物への適応例を示し

た付録により構成されている。以下に各章の概要を示す。 

 

第１章 序論 

研究の背景や目的について述べる。 

 

第２章 木造建築物の適正な維持管理に関する既往の研究 

国内で研究が進められている劣化状況調査及び補強に関する既往の研究について述

べる。 

 

第３章 既存木造建造物の特に強度低下部位の材料性能評価のための非/微                                                                                                                                                                                                                                                                             

破壊的手法の適用性 

既存木造建築物から取り出した木質部材に対して，非破壊・微破壊・破壊の各種試験

の実験を行い，低強度域における強度推定のための分析手法と，含水率を考慮した非・

微破壊試験による材料性能評価方法について述べる。 

 

第４章 蟻害劣化した木造建築物の欠陥探査と樹脂充填による補強方法 

蟻害劣化を模擬した木材試験体を対象とした超音波による非破壊損傷評価と樹脂充

填による補強効果の確認，および模擬劣化試験体と実際に蟻害劣化を生じさせた木材試

験体に対して提案手法の適用性の検討について述べる。 

 

第５章 結論および今後の課題 

本研究で得られた知見についてまとめ，今後の検討課題を述べる。 

 

付録 

非・微破壊的手法による既存木造建築物の材料性能評価について，既存木造建築物に

対する適応例について述べる。 

―駒込樹林館における非・微破壊的手法による既存建造物の材料性能評価 
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第２章 木造建築物の適正な維持管理に関する既往の研究 

2.1 はじめに 

寺社仏閣等の伝統建築物を健全に維持し続けるためは，定期的に修理・修復が行われ

適正な維持管理が行われていることが必要である。伝統建築物の維持管理は，建築基準

法第 3 条第 1 項第 3 号により建築基準法の適用から除外され，地方自治体の条例等に

より管理方法などが定められている。また，より積極的な活用を目指し，2018 年には

国土交通省からも歴史的建築物の活用に向けて条例整備ガイドラインが発表された。 

一方で，建築物を維持するためには，建築物としての安全性が確保されていることが

重要である。そのためには，建築物の構造性能や部材の耐久性の把握が必要である。こ

の場合，対象となる建築物をなるべく壊さずに劣化状況を把握することが望ましいと言

える。現在，非・微破壊による劣化状況調査手法については様々な検討がなされている。

また，建築物の健全性を維持するための修理・修復については，既存の伝統技術に加え，

建築部材を取り替えずに補強する方法の検討が行われてきた。 

 

2.2 非・微破壊検査による劣化状況調査に関する既往の研究 

2.2.1 非・微破壊検査の種類 

木部材の劣化診断については，目視や触診に加え，非破壊試験や微破壊試験が用いら

れている。 

非破壊試験において，超音波や応力波などの弾性波と曲げ性能との相関についての研

究は，いくつか進められている。例えば，実部材に対する腐朽度と強度の関係[2-1]が高い

ことや，試験片のサイズを 50×50×50mm とした全面圧縮試験のように全体を計測でき

る場合の計測値と強度との相関は高いことが指摘されている[2-2]。また，シミュレーシ

ョンと応力波を用いた実部材の曲げ性能の予測[2-3]や，マイクロ波を用いた内部状態の

観察技術などにより，今後生物劣化を受けた木材の強度特性の推定も可能になってくる

であろうと言われている。文化財をはじめとする伝統建築物に対しては非破壊での劣化

診断が望まれることが多く，また今回のように樹脂充填による補強後の充填状況確認に

おいても大きな役割を果たす可能性がある診断方法といえる。 

微破壊試験については，微破壊による劣化診断方法は打ち込み法や穿孔抵抗法などが

ある。元来立木の健全性を測定する機器であったため，劣化の程度を判断するのは難し

いとされていたが，近年穿孔抵抗による木材の密度推定や残存性能に関する検討などが

行われるようになり，診断方法の信頼性が高いとの報告もある[2-4]。ここでは，非・微破

壊試験方法である A.伝播速度測定法，B .穿孔抵抗法，C．プローブ引抜き試験法につい

て述べる。 
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A. 伝播速度計測法 

伝播速度計測は，木材内部において，送信部から受信部へ超音波又は応力波を伝達

させ，その伝搬する時間を計測することで木材内部の状態を評価手法である。超音波

法と応力波法に分類される。 

特に超音波法は，1965 年にはすでに検討が進められている。角谷[2-5]によって木材内

部の欠損を評価する研究として空孔，腐朽，節など空隙の違いによる縦波の音速の変化

を実験的に求める検証がなされており，そのなか「腐朽の場合は腐朽に伴う材の重量減

少率が増加するとともに音速が減少し，音速によるある程度進んだ腐朽部の検出は十分

可能である。」と述べられている。しかし，その差はわずかであることから実用的な検

出は難しかった。 

森らは，生物劣化の残存性能について検討を行なっている[2-2]。強制劣化された試験

片に対し，超音波法を用いて圧縮強度や曲げ強度を推定するものである。図 2-1に縦圧

縮強度と超音波伝播速度の関係，図 2-2に超音波伝搬速度と曲げ強度の関係を示す。図

2-1,図 2-2に示されている Control 5% lower limit はコントロール試験体の実験結果よ

り求めたものであり，Standard strength は基準材料強度[2-6]である。腐朽試験体におけ

る縦圧縮強度と超音波伝播速度の相関性は低く，曲げ強度については正の相関が見られ

ている。こちらの報告の範囲内では，超音波伝播速度を用いて残存強度の判断をするこ

とは難しいとされている。 

 

 

図 2-1 超音波伝搬速度と縦圧縮強度の関係[2-3] 

 
図 2-2 超音波伝搬速度と曲げ強度の関係[2-3] 
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B. 穿孔抵抗法 

微破壊による劣化診断方法は打ち込み法や穿孔抵抗法がある。山下ら[2-7]は穿孔抵抗

による木材の密度推定の可能性を検討するために，広葉樹 27 樹種とスギの生材およ

び気乾材での小試験体を用いて，穿孔抵抗の測定を行なっている。穿孔抵抗の平均値と

密度との関係を明らかにし，穿孔抵抗から密度を導く推定式を求めている。測定時には

range1(Hard Wood)，range2(Soft Wood)の 2 種類の測定モードで測定している。図 2-

3に示すように，穿孔抵抗値には穿孔開始直後に出力値の急増区間が存在し，そのあと

安定する傾向がある。実験結果より，増加区間の長さは木材の密度に依存し，密度が高

い樹種では増加区間が長いことがわかっている。 

また，図 2-4に示すように，小試験体の穿孔抵抗値出力値平均と気乾密度との間に有

意な正の相関関係が認められている。実大材内部の密度分布について，気乾材では密度

の半径方向変化をとらえることができ，推定が可能であることが示されている。しかし，

生材では孔深さが深くなるのに伴って穿孔抵抗が増加する傾向がみられている。 

 

 

図 2-3 穿孔開始部位におけるレジストグラフ出力値の急増区間 

(a): 回帰曲線のあてはめ     (b) と (c): 密度と急増区間との関係 

 

図 2-4 小試験体のレジストグラフ出力値平均とブロック気乾密度との関係 .  
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C. プローブ引き抜き試験法 

穿孔抵抗法と同様に微破壊による試験方法として，ねじの引き抜き抵抗と木材密度の

相関性が高いことを利用して木ネジプローブを引き抜く際の抵抗から木材密度を推定

する手法も山口[2-8]〜[2-10]によって提案されている。 

釘や木ネジなどが用いられていた引抜き抵抗を，ISO 規格に準拠したメートルねじを

使用して提案された測定方法である。 

引き抜きの際の引き抜き力は，図 2-5に示すようにプローブ周辺の外周円筒面のせん

断強度に依存する。引き抜き強度を円筒の面積で除した値を基準化引き抜き強度(NWR: 

Normalized Withdrawal Resistance))とし，式 2-1により算出する。 

山口らはスギ，ヒノキ，ベイマツに対して繊維直交方向の引抜試験を行い，基準化引

き抜き強度(NWR(-RT))と木材密度の関係を求めたものが図2-6であり，式2-2である。 

 

 
𝜏 =

𝑃

𝑅𝑡 ∙ 𝜋 ∙ 𝐿
𝜏   

・・・式 2-1 

 𝐷 = 0.0032 ∙ 𝜏 + 0.1745              ・・・式 2-2 

                    𝜏 ∶ 基準化引き抜き強度(𝑁/𝑚𝑚2)  

                   𝑃 ∶ 引き抜き強度(N)  

                  𝑅𝑡:プローブ刃の山径(mm)  

                   𝐿 ∶ プローブ刃の実長(mm)  

                  𝐷 ∶ 密度(g/cm3)  

 

 

 

図 2-5 プローブの円筒状せん断面図[2-10] 図 2-6 基準化引き抜き強度(NWR(-RT))と

木材密度[2-10] 
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  プローブ引抜き試験法による木材の劣化診断方法としては，ベンチマーク法と公称

値法が提案されている。ベンチマーク法は，測定対象の木材と同一樹種・同一サイズ

の新材（健全材）を用意し，同一のプローブで対象木材とベンチマーク材の引抜強度

を測定して比較することにより，対象木材の健全性を診断する方法である。ベンチマ

ーク材については，別の健全材を用意する他に，測定対象材の健全部を健全部位とし

て使用することもある。公称値法については，木材工業ハンドブック[2-11]に示される

木材の公称密度との比較によって劣化の程度を判断する方法であり，定量的に劣化状

況を診断することが可能となる。現場においては両者を組み合わせながら診断を行う

ことが望ましいとされている。なお，プローブ引抜き試験による健全材に対する精度

が高いことは明らかとなっているが，劣化診断については事例が少なく，精度につい

て検証の必要がある。 
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2.3 補強に関する既往の研究 

1 章にて述べたが，文化財建築物に対して現在行われている補修は，破損状況により

小修理・維持管理・根本修理の 3 つに分類され，修理の際には建築物の健全な部材はそ

のまま保持され，劣化状況に応じた修理などが実施されている。 

補強に関する既往の研究では，木材の接着においては合成樹脂が用いられた例が多い

が，修理報告は少なく，合成樹脂の種類や製品についての情報は乏しい[2-12] ,[2-13]。合成

樹脂を使用した例としては，人工木材などが確認されている[2-14]。 

近年の報告としては，エポキシ接着剤の減圧充填によって大断面集成材のドリフトピ

ン接合部の補修を行った効果についての報告[2-15]や，蟻害による強度低下と補強の試み

[2-18]，木摺り漆喰天井部材に関する補強方法[2-16]，[2-17]，炭素繊維による修復[2-20]などがあ

る。補強に関する既往の研究について，事例の詳細を次に示す。 

 

A) エポキシ充填による人工材の試み[2-14] 

人工木材は欠損部等を合成樹脂で補い，木材表面に合わせて成型したものである。昭

和 40 年代より使用され始め，使用樹脂の 8 割がエポキシ樹脂であった。図 2-7，図 2-

8に示すように，人工木材の圧縮強さは高いが，曲げや引張りは木材と比較すると低い

ということが言える。 

 

 

図 2-7 ヒノキおよび人工木材の圧縮強さ[2-14] 

  

図 2-8 ヒノキおよび人工木材の曲げ強さ[2-14] 
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B) エポキシ接着剤の減圧充填による大断面集成材ドリフトピン接合部の補修[2-15] 

軽部らの報告[2-15]では，地震等を被災した後の構造体には再び外力を受ける場合の安

全性が保証されていないのが通例であり，建て替えを余儀なくするケースが多い。しか

し，費用や時間の問題から補修の選択を望まれるケースが多いため，こちらは補修を選

択されたケースに対応するための検討である。地震等の外力に対して，大規模木造建築

物等で一般的に用いられている鋼板挿入ドリフトピン接合部は，部材端で発生する回転

モーメントを複数のドリフトピンが曲げ抵抗し，そのドリフトピンに対して木材がめり

込み抵抗することで処理している。そのため，このような接合部でドリフトピンにより

木材が受ける主な損傷は，曲げ変形によるめり込みと副次的に生じる割れである。その

割れに対応すべく亀裂をシール材で塞ぐ方法としてエポキシの減圧充填が提案されて

いる。その概要を図 2-9に示す。実験結果より，減圧によるエポキシの充填補修によっ

て鋼板挿入ドリフトピン接合部の体力と変形性能が回復でき，その効果としては亀裂接

着，空隙充填，接着接合があると報告されている。 

 

 

図 2-9 接合部補修の概念図[2-15] 

  



 
 

 

 16 

C) 蟻害による強度低下とエポキシ充填による補強の試み[2-16] 

吉武らの報告[2-16]においては，蟻害による強度劣化と補強を目的として模擬劣化試験

体に対するエポキシ充填による曲げ試験と古材に対するエポキシ充填による縦圧縮強

度試験を行なっている。図 2-11 に示すように，曲げ試験の試験体については，補強に

よりヤング係数は製材と同等の数値を示したが，節が多く評価ができない部材が多く，

試験方法の見直しが必要であるとの報告であった。図 2-12 に示すように，縦圧縮試験

については，ヤング係数は向上したものの，内部劣化への充填が十分でなく，蟻害孔よ

り破壊が起こるという結果であった。施工方法について再考の必要があると考えられる

が，その後の報告はない。 

 

 
図 2-10 穴あき材の曲げ試験結果[2-16] 

 

図 2-11 古材の縦圧縮試験結果[2-16] 
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D) 木摺り漆喰天井部材における補修工法[2-17]，[2-18] 

構造部材以外では，非構造材も包括した建築物の耐震性の検討のために，岡らによっ

て，木摺り漆喰天井部材に関する補強方法の提案が進められている[2-19]，[2-20]。木摺り漆

喰天井部材において，下地側から小幅板と漆喰の界面へ浸透性アクリル樹脂を注入する

補修工法である。報告によると，銀行建物の漆喰天井を，浸透性アクリル樹脂による左

官天井への補修工法を用いて実施工したものである（図 2-12）。天井部材の下地側から

の補修施工は，仕上げ面に補修の痕跡が残らない工法である。よって，伝統的な工法で

施工された部材の施工当時の仕上げ材料を保存でき，使用したまま修復が可能という利

点がある。注意点としては，補修施工の際は，補修対象部材における天井支持部材の配

置や， 荷重のかかり方によっては，天井下地面や漆喰層に影響を及ぼす可能性がある

ため，下地側からの施工環境や施工性の検討および状況確認が重要であると報告されて

いる。 

 

E) 木造文化財建造物の修理における炭素繊維使用の試み[2-19] 

1980 年頃から建築物に使用され始めた炭素繊維は，1995 年の阪神・淡路大震災以降

に建築物において急速に普及が進んでいる。一方，木造文化財建造物分野においては近

年研究が進められている。炭素繊維を使用した木造文化財建造物の一覧を表 2-1 に示

す。部材の修復に用いられた施工法は，外部接合型，巻き型，埋込み型，補助型に区分

でき，それぞれの破損や腐朽に応じて効果的に使い分けられている。しかし，事例は多

いとはいえず，未だ普及しているとはいえない。 

 

 

表 2-1 炭素繊維を使用した木造文化財

建造物の一覧[2-19] 

 
図 2-12 岩手銀行における 

補修部分の概念図[2-18] 
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2.4 まとめ 

本章においては，木造建築物の適正な維持管理のための劣化調査方法と修理・修復に

関する既往の研究について整理を行った。 

木造建築物の劣化診断については，目視や触診に加え，非破壊試験や微破壊試験が用

いられている。健全性を評価する評価方法から，部材の劣化状態の程度を把握するため

に非・微破壊の評価については，様々な検討がなされている。特に本研究において対象

としている蟻害による内部劣化の診断方法としては，超音波や応力波の弾性波などを用

いた診断機器の適用が好ましいと考えられる。超音波や応力波などの弾性波と曲げ性能

との相関についての研究において，実部材に対する腐朽度と強度の関係[2-2]が高いこと

や，試験片レベルにおいては計測値と強度との一定の相関が確認されている[2-3]が，実

建築レベルでの検証は未だサンプルが少なく，劣化の程度の把握が現状では難しいと言

える。 

また，微破壊での引き抜き抵抗については立木の健全性を測定するために使用された

機器に対して，近年穿孔抵抗による木材の密度推定や残像性能に関する検討などが行わ

れるようになり，診断方法の提案がなされるようになった。 

また，伝統建築物の健全性を維持するための修理・修復については，既往の研究にお

いて，1960 年代頃より合成樹脂の充填による修復や人工木材などが確認されている[2-

15]，[2-16]が，当時は劣化状態の把握や補修後の強度確認等はなされていなかった。2000

年以降の報告においては，様々な補修・補強方法について検討が行われるようになった。

例えば，エポキシ接着剤の減圧充填によって大断面集成材のドリフトピン接合部の補修

を行った効果についての報告[2-17]や，蟻害による強度低下と補強の試み[2-18]，木摺り漆喰

天井部材に関する補強方法[2-18]，[2-19]，炭素繊維による修復[2-20]などである。 

しかし，非破壊試験や微破壊試験による劣化診断の定量化には未だ至っていない。ま

た，建築物の健全性を維持するための修理・修復については，既存の伝統技術に加え，

建築部材をとりかえずに補強する方法について，様々な検討がなされている。しかし，

修復後の回復状況の確認等には課題が残る。 
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既存木造建造物の特に強度低下部位の 

材料性能評価のための非・微破壊的手法の 
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第４章 蟻害劣化した木造建築物の欠陥探査と樹脂充填による 

補強方法 

 

4.1 はじめに 

本章では，蟻害により内部劣化した木造部材を想定し，内部劣化に伴う断面欠損に対

する定量的評価手法ならびに劣化材内部の樹脂充填による補強効果に対する非破壊的

評価手法を提案することを目的とした基礎的な実験を実施した。本章はその詳細につい

て述べるものである。 

 

4.2 欠陥探査と樹脂充填による補強に対するアプローチ 

第一段階（Step1）として，内部劣化を模擬した木材試験体を対象とした超音波によ

る非破壊損傷評価と樹脂充填による補強効果の確認を行い，第二段階（Step2）として，

実際に蟻害劣化を生じさせた木材試験体に対して提案の手法の適用性を検討した。 

本研究の提案手法と，従来の劣化診断・補修方法との比較を表 4-1に示す。Step1 で

は蟻害による実際の欠損状況をドリルの穿孔により置換した模擬劣化試験体を用いた。

この試験体に対し超音波伝播速度の測定による診断と縦圧縮載荷試験を行うとともに，

樹脂充填による補強効果の超音波法による評価を行った。Step2 においては，実際に蟻

害を生じさせた試験体に対して，Step1 と同様の検討を行うとともに，曲げ部材とほぞ

接合部に対する補強効果を検討した。 

 

表 4-1 劣化診断・補修方法 

 従来の方法 本研究における提案 

診断方法 目視 超音波法による非破壊調査 

修復方法 改築・取り替え 樹脂充填 
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4.3 超音波法と樹脂充填による補強法 

4.3.1 超音波法 

木部材の劣化診断は，目視や触診に加え，非破壊試験や微破壊試験が用いられてい

る。本研究において対象としている内部劣化の調査ツールとしては，超音波や応力波

の弾性波などを用いた診断機器の適用が考えられる。特に，第 2 章,  第 3 章でも述べ

ている超音波の伝播速度計測は，木材内部の超音波の伝播にかかった時間を計測する

ことで内部の状態を相対的に評価する方法であり，特に今回取り上げる蟻害劣化のよ

うな内部劣化の診断に有効なツールであると考えられる。 

蟻害劣化診断に関しては，文献[4-1]によると，第 2 章で紹介した超音波や応力波など

の弾性波と曲げ性能との相関については，実部材に対する腐朽度と強度の関係[4-2]や，

全面圧縮試験のように全体を計測できる場合の計測値と強度との相関は高いことが指

摘されている[4-3]。 

また，第 3 章にて述べた実建築物の劣化部材に対する調査データより，特に低強度

域において超音波法は有効な手段であることが明らかとなった。 

以上の背景をふまえ本研究においては，木材内部の欠陥探査に超音波法を用いるこ

ととした。超音波の伝播経路に欠陥・空隙・密度変化が存在すると超音波の減衰や伝播

速度・伝播経路の変化が生じる。既往の研究[4-3]ではこの原理を用いて内部の劣化部位

を通過する際の速度減少や迂回することによる伝播時間の変化を用いた探査方法が示

されている。図 4-1に超音波試験の透過法（Section transmission）と表面法（Surface 

transmission）の測定方法を示す。超音波伝播速度の測定方法として代表的なものは「透

過法」「表面法」である。 

透過法は，材軸直交方向の計測は内部劣化状況を相対的な判断に寄与し，表面法は

接合部の内部劣化状況および充填状況の把握にも使用可能であると考え適用すること

とした。 

 

  

(a) 透過法 (b) 表面法 

図 4-1 超音波伝播速度の測定方法 
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4.3.2 充填樹脂の検討 

充填材について，樹脂の種類と使用方法と使用頻度の収集を，文献[4-4],[4-5], [4-6]および

公益財団法人文化財建造物保存技術協会データベース[4-7]で行った。調査結果を表 4-2

に示す。 

表 4-2 においては，既往の研究[4-4]の分類方法を参考に，使用事例が 30 回以上の場

合は◎，1〜29 回の場合は◯，使用例がなかった場合は－として表記した。使用された

樹脂の種類ではエポキシ樹脂が最も多く，接着・充填・含浸と幅広く使用されている。

次にアクリル樹脂，ウレタン樹脂となっている。充填・含浸による補強に着目するとエ

ポキシ樹脂やウレタン樹脂が多く使用されている。 

充填の用途では例えば樋口[4-8]による亀裂や虫穴など小さな部分の充填や，構造材の

修復において新材と古材との空隙部への充填などが挙げられる。また，含浸では風食

を受けた表層や虫害，腐朽により脆弱化した内部の強化を目的としたもの，および接

着性向上を目的としたものの 2 種類に大別されていた[4-9]。 

調査結果を参考に検討した結果，エポキシ樹脂にポリアミン樹脂を配合した 2 液混

合硬化型樹脂，エポキシ樹脂とポリアミド樹脂を配合した 2 液混合硬化型樹脂，エポ

キシ樹脂とアラミド樹脂を配合した 2 液混合硬化型樹脂およびポリウレタン樹脂の 4

種類の樹脂を選定した。中心部をドリルにより円型穿孔した模擬劣化試験体各樹脂を

注入し，圧縮試験及び超音波伝播試験を予備試験として実施した。 

 

表 4-2 樹脂の種類と使用例 
 

種類 接着 充填 含浸 

エポキシ樹脂 ◎ 〇 〇 

ウレタン樹脂 ― 〇 ◎ 

アクリル樹脂 〇 ― 〇 

酢酸ビニル樹脂 ◎ 〇 ― 

尿素樹脂 ◎ ― ― 

ポリエステル樹脂 ― ― 〇 

使用例：◎30 以上, 〇1-29, ― 0（使用なし） 
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4.4 Step1 模擬劣化させた試験体による検討 

4.4.1 予備実験 

本実験では恒温室で 2 週間程度養生させた同一部材から試験体を切り出し試験体間

の強度のばらつきを極力低減した上で，木材の劣化状況を再現するため，既往の研究[4-

4]，[4-10]を参考に中心部にドリルにより円型穿孔させ作製した模擬劣化試験体（図 4-2）

に対して，劣化とみなした穿孔部分に樹脂を充填し補強するとともに縦圧縮試験を行い，

模擬劣化による強度低下と樹脂充填による補強効果を検討した。シロアリは辺材部分に

孔を開け，年輪に沿って食害を進める傾向にあり，表面は辺材側が線状に連なって蟻道

ができることが多いが，今回の実験においては補強孔をあけることによる木材の状態変

化と樹脂の補強効果を検証するために，圧縮力を均等に負担できるように孔を中心およ

び均等かつ分散配置となるよう穿孔することとした。また，穿孔する孔の方向は繊維方

向とした。木材はスギを使用し，試験体寸法は 30×30×60mm とした。実験におけるパ

ラメータは試験体の体積および載荷断面積に対する欠損の比率および樹脂充填の有無

とした。 

 

 

パラメータの詳細および施工方法を表 4-3に示す。なお，体積欠損率および載荷断面

欠損率は欠損割合をそれぞれ同一とし，以降欠損割合と呼ぶ。充填なし（記号 N を付

記），充填ありに対して，健全試験体を 0-N とし，欠損割合 10%（10-N），欠損割合 30%-

Ⅰ（中心に一か所穿孔），30％-Ⅱ（分散穿孔）の７種類の試験体について，それぞれ 5

体，合計 35 体に対し実験を行った。欠損割合については，文献[4-1]よりわずかな断面

欠損率でも強度は低下することが明らかとなっていることから，欠損割合 10％，30％

とすることとし，それぞれ直径 10mm，18mm で一か所穿孔した（パターンⅠ）。 

超音波試験の透過法によって穿孔前後の速度変化から欠損の評価および樹脂充填前

後の速度変化を評価した。また，圧縮載荷試験は 3 章の実験と同様に JIS Z 2101（木材

の試験方法）に準じて行った。 

 

   

10％ 30％-Ⅰ 30％-Ⅱ 

図 4-2 試験体概要図[4-11]より図を引用 
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4.3.2 の検討結果より，充填型のエポキシ樹脂を 3 種類と含浸型のポリウレタンを 1

種類の計 4 種類を用意した。表 4-3 に示すように，樹脂 A はエポキシ樹脂＋ポリアミ

ド樹脂の 2 液混合硬化型で文化財での使用例もあり市販されている。樹脂 B はエポキ

シ樹脂＋ポリアミン樹脂の２液混合型であり，樹脂 A で使用しているポリアミド樹脂

より反応速度が速い特徴がある。樹脂 C は圧縮に強いエポキシ樹脂と引張に強いアラ

ミド繊維を使用している。樹脂 D は 1 液型のポリウレタン樹脂で文化財への使用例も

あり経年による変色が少ない特徴がある。樹脂 B・C についてはスタティックミキサー

という専用器具を使用し樹脂充填を行い，樹脂 D では全表面から含浸を施した。 

表 4-3 模擬劣化試験体のパラメータ[4-11]より表を引用 

樹脂 A 樹脂 B 樹脂 C 樹脂 D 

写真 4-3 充填・含浸後の試験体写真 
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縦圧縮強度試験結果一覧を図 4-3 に示す。欠損割合 10％では欠損の有無による強度

変化はほとんど見られない。充填を行うことで欠損前と比較して 10-A では 10％，10-

B では 20％，10-C では 5％の強度が向上した。含浸では強度がわずかに低下する結果

となった。 

 欠損割合 30％-Ⅰでは欠損によって強度が 30%以上低下したが，樹脂を充填すること

で強度が 1.8 倍まで向上したため補強効果が発現したとみられる。一方で含浸型の 30-

Ⅰ-D では強度の上昇はほとんど見られなかった。 

 欠損割合 30％-Ⅱでも同様に強度低下と充填による補強効果も確認されたものの 30-

Ⅰ-N と比べ 30-Ⅱ-N での強度低下は小さかった。 

 10％・30％-Ⅰ・30％-Ⅱの試験を通じて，樹脂 C と D では補強効果が低く樹脂 A と

B では補強効果が高いことが確認できる。樹脂 A・B を比較すると樹脂 Bが樹脂 A と比

べてばらつきが小さいことがわかる。また，ポリアミン樹脂はポリアミド樹脂に比べ反

応速度が遅く可使時間が長い。これらのことから，樹脂 B が最も適合していると考え，

エポキシ樹脂＋ポリアミン樹脂のものを蟻害試験への充填に採用することとした。 

 

  

 

図 4-3 縦圧縮強度試験結果一覧[4-11]より図を引用・加工 
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4.4.2  実験概要 

4.4.1の予備実験において決定した樹脂を用いることとし，充填なし（記号 Nを付記），

充填あり（記号 Rを付記）に対して，健全試験体を 0-N とし，欠損割合 10%（10-N），

欠損割合 30%-Ⅰ（中心に一か所穿孔），30％-Ⅱ（分散穿孔）の 7 種類の試験体につい

て，それぞれ 5 体，合計 35 体に対し実験を行った。実験のパラメータを表 4-4に示す。

実験方法については，4.4.1 節と同様の試験方法で行なった。 

また，選定した樹脂について，樹脂単体の力学性能を把握するために縦圧縮載荷試験

を行なった。試験体サイズは 20×20×40mm とし，5 体の試験体に対し， 3 章で実験と

同様に JIS Z 2101（木材の試験方法）に準じて縦圧縮載荷試験を行なった。結果を表 4-

5，圧縮前後の試験体の様子を図 4-4，圧縮載荷試験の様子を図 4-5に示す。 

 

  

表 4-4 模擬劣化試験体のパラメータ(本実験)[4-11]より表を引用 

 

表 4-5 圧縮強度結果 

 

    

a)試験前   b)試験後 

図 4-4 試験体 図 4-5 圧縮載荷試験の様子 
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4.4.3 模擬劣化試験体に対する縦圧縮載荷試験結果 

図 4-6に縦圧縮強度試験結果一覧を示す。充填なしの試験体において，欠損割合 10%

では強度変化はみられず，欠損割合 30%-Ⅰでは強度が 30%以上，30％-Ⅱでは約 20％

の減少がみられた。 

樹脂充填による補強効果に関して，欠損割合 10％への充填を行った 10-R では 0-N

（無欠損）とほぼ同等の強度となり，欠損割合 30％ではそれぞれの充填なしと比べ 30-

Ⅰ-R では 2 倍以上，30-Ⅱ-R では 30％の強度上昇がみられた。また 10-R，30-Ⅰ-R で

は樹脂の充填により木材強度のばらつきの低減に寄与する傾向が認められた。また，30-

Ⅱ-R での強度は欠損なしの標準試験体に近い値を示した。 

以上により，穿孔により耐力の低下が生じている模擬劣化試験体に対して，樹脂充填

により，欠損割合 30%では 30～200%の強度の向上を確認した。 

 

 

  

 

図 4-6 縦圧縮強度一覧[4-11]より図を加工 
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4.4.4 模擬劣化試験体に対する劣化探査 

穿孔後の超音波伝播速度を穿孔前の値で除した超音波伝播速度比を図 4-7に示す。超

音波伝播速度比は欠損割合 10%では平均 0.96，欠損割合 30%においては，30%-Ⅰでは

平均 0.85，30%-Ⅱでは 0.75 と小さくなることから，超音波法によって探査を行なう

と，内部劣化に伴う欠損の傾向を定量的に捉えることが可能であることがわかる。前項

の圧縮載荷試験において欠損割合 10%では強度低下はほとんど生じておらず，超音波

法において超音波伝播速度比にも変化の見られないことと概ね対応している。一方で，

強度低下が認められた欠損割合30%において超音波伝播速度比も大きく低下している。 

以上のことから，超音波法によって強度低下を引き起こす欠損を探知することが可能

であると考える。 

  

 

図 4-7 超音波伝播速度比(穿孔後／穿孔前)[4-11]より図を加工 
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4.5 Step2 蟻害劣化を生じさせた木材試験体による検討 

4.5.1 縦圧縮載荷試験 

4.5.1.1 実験概要 

4.4 節において模擬劣化させた試験体に対して，樹脂充填による補強効果が確認でき

たため，本項においては，実際に蟻害によって劣化を生じさせた試験体に対し，樹脂充

填の効果の検証および載荷した際の挙動の確認を行う。短期間で蟻害が進行するマツ

材を対象として，イエシロアリによる蟻害促進を，6 月中旬から 7 月中旬までの温暖

期間において約 1 ヶ月間，屋外暴露試験にて実施した。部材寸法は 105×105×100mm

とし，うち 8 体を蟻害促進，2 体をリファレンス（健全試験体）として用意した。蟻害

後の試験体は蟻害前の試験体に対して質量減少率は平均で 88%程度であった。圧縮試

験体については，蟻害劣化試験体は模擬劣化試験体と異なり断面内での欠損の分布が

不均一となるため，JIS Z 2101（木材の試験方法）の寸法比を参考に，Step1 における

30×30×60mm の試験体よりも大きな寸法（50×50×100m）とし，105×105×100mm の

部材から当該寸法の試験体を切り出すこととした。 

写真 4-4に蟻害劣化試験体を示す。(a1)は健全試験体，(a2)は(a1)の蟻害後の試験体，

(b1)に示すのは(a1)を 4 分割した充填前の試験体，(b2)は切り出した(b1)の充填後の試

験体である。 

   蟻害劣化試験体への樹脂充填において，試験体の周囲を透明テープで覆い外部への放

出を防ぐとともに内部への充填状況を確認しながら行なった。細かい空隙部分には注射

器を用い細部まで充填を行った。樹脂が固化した後にテープを剥がし脱型した。 

今回の試験体は心材を含む材を多く使用しているが，写真 4-4 に示すように，辺材

部分から年輪に沿って食害が進んでおり，食害の程度としては比較的浅いものと考え

られる。なお本実験においては，蟻害劣化試験体を 4 分割にした状態で樹脂を充填す

るとしたため，今回の実験においては，面積や体積の減少率について定量的な評価は

行っていない。この点については今後の検討課題としたい。 

 

 

             

(1)蟻害前          (2)蟻害後           (1)充填前          (2)充填後 

(a) 蟻害                            (b) 充填 

写真 4-4 蟻害劣化試験体[4-11]より図を引用・加工 
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4.5.1.2 劣化探査 

図 4-8に超音波伝播速度比と質量の変化率を示す。図中には 4.4 項で検討した模擬劣

化試験体の結果も示している。決定係数 R２=0.84 から相関性が高いといえる。このこ

とから超音波伝播速度比から蟻害の表層そして内部の被害を探知することが可能と考

える。また，30％-Ⅰの傾向は蟻害劣化とは異なるものとなっており，同一の欠損率に

おいても 30％-Ⅱのように小さな空隙が多いものの方が実際の劣化に近いモデルであ

ることが確認できた。 

 

 

図 4-8 超音波伝播速度と質量の変化率[4-11]の図を引用 

 

4.5.1.3 目視評価 

目視での劣化グレードの評価基準は表 4-5に示す。健全をグレード 0 とし蟻害が大

部分にみられる場合グレード 4 と分類した。実際の劣化グレードごとの試験体写真を

写真 4-5に示す。これらの試験体に対し，質量および超音波伝播速度を計測するとと

もに，３章で示したのと同様に目視による劣化状態評価を行った。これは本実験にお

いて，蟻害劣化させた試験体から小試験体を切り出していることから，新たに切り出

し面を含めた劣化状態の評価が必要となるためである。評価指標については，表 4-6

に示すように，全く蟻害していないものを 0 とし，ほぼ蟻害を受けていない（グレー

ド 1），蟻害がほとんど見られない，わずかに蟻道・食痕を確認（グレード 2），一部に

蟻道・食痕を確認（グレード 3），大部分に蟻道・食痕を確認（グレード 4）の 5 段階

で示した。グレード分けされた試験体を写真 4-5に示す。その後一部の試験体に樹脂

充填を行い，超音波伝播速度測定後，模擬劣化試験体と同様の縦圧縮試験を行った。 

本項では，超音波法による蟻害劣化の損傷程度と樹脂充填状況の評価を行い，圧縮

試験にて補強効果の検討を行った。なお，樹脂充填にあたり，二面の超音波伝播速度

のうち安全側である低い値で劣化を評価し，速度減少率 0.8 以下となる試験体を要補
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強試験体とし 10 体を選定した。このうち半分の 5 体を対象として樹脂充填による補

強を施すこととした。次に要確認試験体として速度減少率 0.9～0.8 の試験体 8 体を選

びうち 4 体を充填補強する。速度減少率が 0.9 以上となった試験体では劣化がほとん

どないと推定し 12 体には充填補強は行わず強度の評価を行うこととした。  

超音波伝播速度と劣化グレードの関係も図 4-9に示す。目視と超音波伝播速度の相

関は決定係数 R２=0.45 と一定の範囲内での相関が確認できた。 

 

表 4-6 目視の劣化グレード[4-8] 

 

 

グレード 状況 

0 健全 

1 蟻害ほとんど見られない 

2 わずかに蟻道・食痕を確認 

3 一部に蟻道・食痕を確認 

4 大部分に蟻道・食痕を確認 

 

 

a) 劣化グレード 1 

 

b) 劣化グレード 2 

c) 劣化グレード 3 d)劣化グレード 4 

写真 4-5 蟻害劣化試験体の例 
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4.5.1.4 縦圧縮載荷試験結果 

縦圧縮強度と目視による劣化評価によるグレード結果（以下，劣化グレード）の関係

を図 4-10に示す。なお同図には，マツの無等級材の基準強度 22.2N/mm2と短期許容応

力度 14.8N/mm2 を併記する。同図に示すように，劣化グレードが上がるにつれて質量

減少率とともに縦圧縮強度が低下しており，特にグレード 4 ではリファレンスと比較す

ると縦圧縮強度が半分まで低下していることがわかる。このことから，グレード 4 にお

いて基準強度を下回る可能性が高いため，本研究の範囲内では，グレード 4 レベルであ

っても樹脂充填により約 1.8 倍強度が上昇し，蟻害がほとんど見られない試験体と同程

度の縦圧縮強度となるまでの改善がみられた。 

図 4-10 圧縮強度と目視による劣化評価によるグレードの関係[4-12]の図を引用・加工 

図 4-9 超音波伝播速度と劣化グレードの関係[4-12]の図を引用 
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4.5.1.5 樹脂の充填性の評価 

図 4-11 にリファレンス試験体を基準とした超音波伝播速度比と質量変化率の関係を

示す。両者の相関性は R2=0.84 と高く，超音波伝播速度比から蟻害の表層ならびに内部

の被害を質量比の観点で評価できる可能性があるものと考える。 

超音波伝播速度と目視グレードの相関を図 4-12 に、リファレンス試験体を基準とし

た超音波伝播速度比と質量比の関係を図 4-13 示す。なお，本図においては劣化グレー

ドとの比較も意図して x 軸にグレード毎の質量減少率をキャプションとして示してい

るが，実際の蟻害では断面外観の劣化と内部劣化の条件が一致しない事例も多くあり，

目視による劣化グレードとの比較においては今後検討が必要と考える。 

 

 

図 4-12 リファレンス試験体を基準とした音波伝播速度比と質量変化率 

の関係[4-12]の図を引用 

 

図 4-12 目視グレードと超音波伝播速度の関係[4-12]の図を引用 

         

図 4-13 リファレンス試験体を基準とした超音波伝播速度比と質量比 

の関係[4-12]の図を引用 
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4.5.2 蟻害曲げ載荷試験 

4.5.2.1 実験概要 

木造建造物が蟻害を受ける部位として大引きや土台などが考えられるため，曲げに

対する補強効果も検討することとした。本実験では 105×105×1000mm のマツ材試験

体 13体を用意し，3体をリファレンスとして食害させず，残りの 10体については 2017

年 4 月から 7 月にかけて約 3 ヶ月間，前章と同様の屋外暴露を行った。 

各試験体の質量を計測したうえで暴露し，暴露後に質量測定とともに音波伝播速度

を測定する。超音波伝播速度の測定方法は透過法及び表面法とする。その後樹脂充填

を行い再び質量測定および超音波試験により超音波伝播速度の計測を行う。そして曲

げ載荷試験を行い補強効果の確認を行う。樹脂には蟻害劣化部材に対する圧縮載荷試

験で用いたものを使用する。 

試験体一覧を表 4-7に示す。BN が蟻害なし，BA が充填なし，BR が充填ありと

し，蟻害度は蟻害前後の質量変化から算出している。充填の有無は蟻害期間および蟻

害度が同等になるように選別を行った。BA の蟻害度平均が 0.70，BR の蟻害度平均が

0.72 となっている。 

表 4-7 蟻害曲げ載荷試験体一覧[4-12]の図を引用 

No. 
質量［kg］ 

蟻害度 蟻害期間 
蟻害前 蟻害後 

蟻
害
な
し

BN-1 6096 - - 

BN-2 5146 - - 

BN-3 5320 - - 

充
填
な
し

BA-1 5250 4160 0.79 4/8～7/21 

BA-2 5200 3405 0.65 4/8～7/21 

BA-3 4950 3745 0.76 4/8～7/21 

BA-4 5150 3666 0.71 4/8～8/1 

BA-5 5450 3178 0.58 4/8～10/9 

充
填
あ
り

BR-1 5450 4040 0.74 4/8～7/21 

BR-2 5000 3455 0.69 4/8～7/21 

BR-3 5550 3740 0.67 4/8～8/1 

BR-4 5650 3480 0.62 4/8～10/9 

BR-5 5950 5285 0.89 4/8～10/9 
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曲げ載荷試験は JIS Z 2101（木材の試験方法）に準じ，支点間距離 800mm として 3

点荷重曲げ載荷試験を行った。試験の様子を写真 4-6，試験の概要図を図 4-14に示す。 

樹脂硬化後に養生テープを剥がし，再度超音波伝播速度を測定した。曲げ載荷試験

では蟻害による強度低下と樹脂充填による補強効果を確認した。図 4-15に充填工程の

概要図を示す。写真 4-7に充填前後の蟻害劣化試験体写真を(a)が充填前，(b)が充填後

として示す。 

写真 4-7 載荷時の写真 図 4-14 セットアップ概要図 

1) 養生テープを上面以外に巻く 2) ドリルで片側から穿孔

3) ガンを用いて樹脂充填 4) 硬化後に養生テープを剥がす

図 4-15 充填工程の概要図 

(a)蟻害後 充填前

(b) 充填後

写真 4-7 試験体充填前後の写真[4-12]の図を引用・加工 

全体変位 

試験体変位 
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4.5.2.2 蟻害曲げ載荷試験結果 

曲げ載荷結果を図 4-16に示す。蟻害劣化試験体はリファレンスである健全試験体と

比べ曲げ荷重が 40％ほど低下しているが，樹脂を充填することにより約 20％の荷重

の向上が認められた。 

 

 

図 4-17 に曲げ荷重と変位の関係を示す。曲げヤング係数は傾きが直線に近い部分を

目視により E と定め，下記の式で求めた。なお、蟻害試験体に対しても外形寸法で算出

した。 

 

 
𝐸 =

𝐿3

48𝐼

𝑃

𝛿
 式 4-1 

 

E：ヤング係数(N/mm2) 

P：荷量(N)， 

I：断面 2 次モーメント(mm4) 

L：スパン(mm) 

：P に対応する荷重点の垂直変位(mm) 

 

曲げヤング係数の高い順から健全試験体（平均 7.7 kN/mm2），充填試験体（平均 4.9 

kN/mm2）および蟻害劣化試験体（平均 2.1 kN/mm2）となり，樹脂充填により曲げヤン

グ係数を一定程度回復できることがわかる。 

以上のことから，充填による曲げ材に対する補強は，一定の有効性はあるものの，そ

の効果は限定的であると考えられる。 

 

 

図 4-16 曲げ載荷試験結果[4-12]の図を引用・加工 

最小値 

最大値 

平均 
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a) 健全試験体 

 

b) 蟻害試験体 

 

c) 充填試験体 

図 4-17 曲げ荷重と変位関係[4-12]の図を引用・加工 

 E：2.1kN/mm2 

 E：4.9kN/mm2 



 
 

 67 

4.5.2.3 曲げ強度の推定 

 曲げ強度に最も影響を及ぼすと推測される載荷時の最下面へ超音波試験の表面法を

適用し，端子間距離を 800mm，400mm，200mm とした場合の超音波伝播速度を図 4-

18 に示す計測位置で計測した。曲げ荷重と表面法による超音波伝播速度の関係を図 4-

19に示す。800mm，400mm ではデータのばらつきも大きく，相関を確認できないもの

の，200mm 地点での計測では一定の相関がみられる結果であった。また，上面に圧壊

が確認された試験体において上面（載荷面）の表面法の値を用いた結果を図 4-19（c-2)

に示す通り，破壊面の超音波伝播速度と曲げ強度には相関があるといえる。 

 

 

図 4-18 表面法の計測位置  

 

a) 端子間距離 800mm b) 端子間距離 400mm 
 

 

c-1) 端子間距離 200mm 
c-2) 端子間距離 200mm 

 (圧縮破損時は上面) 

図 4-19 曲げ荷重と表面法による超音波伝播速度の関係[4-12]より図を引用 
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曲げ強度と透過法による超音波伝播速度の関係を図 4-20 に示す。相関は低く，曲げ

強度の推定において，透過法は有効でないといえる。 

以上の結果より，曲げ強度の推定では表面法が有効であるといえる。また，当該デー

タのみで曲げ強度を推定できると判断することは難しいが，一定の相関は見られるため，

今後とも引き続き収集を進め，その傾向について検討する。 

 

  

a) 透過法全箇所 b) 透過法中央のみ 

図 4-20 曲げ強度と透過法による超音波伝播速度の関係[4-12]より図を引用・加工 

 

4.5.2.4 劣化探査 

透過法によって測定された超音波伝播速度について，蟻害試験体とリファレンスの

比較を図 4-21に示す。一面から 7 箇所以上測定できた試験体を対象とし，その平均値

について示すものである。蟻害劣化試験体ではリファレンスである健全試験体と比較

して平均して 50％ほど伝播速度が低下していることがわかる。内部の空隙部分が多い

ほど伝播速度は低下することから，蟻害による欠損を探知している可能性がある。 

 

 

図 4-21 超音波伝播速度結果一覧[4-12]より図を引用
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4.5.2.5 樹脂の充填性評価 

樹脂充填前後の透過法による超音波伝播速度の関係を図 4-22に示す。充填を行うこ

とで超音波伝播速度が 150％～240％に上昇していることがわかる。加えて，曲げ載荷

試験後に試験体を切断し内部の欠損ならびに樹脂充填状況を確認した。断面の写真を

写真 4-8 に示す。写真 4-8 から充填が緻密にされていることが確認された。また，質

量測定結果より，蟻害前の試験体に対して 1.0〜1.2 倍，蟻害後の試験体に対しては，

1.2〜1.7 倍という結果となっていることからも，充填は十分に行われていると推察さ

れるとともに超音波試験の透過法用いた樹脂充填状況の評価も可能であるといえる。 

 

 

図 4-22 充填前後の超音波伝播速度関係[4-12]より図を引用 

   

写真 4-8 試験体断面写真 

  

BR−１  BR−2  BR−3  BR−4  BR−5 
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4.5.2.6 破壊性状 

曲げ載荷試験後の破壊性状の試験体写真を写真 4-9 に示す。写真 4-9 の点線で示す

ように，健全試験体では下端における曲げ破壊の性状を呈したのに対し，蟻害劣化試

験体では食害により木材組織が脆弱となっているため，載荷点でめり込み破壊が生じ

た。 

一方，樹脂充填による補強試験体では健全試験体と同様の曲げ破壊形式となった。

適切な樹脂の選定などにより，曲げ耐力の向上は期待できるため，樹脂の種類および

注入方法などの施工方法を検討することが重要であると考える。 

 

 

(a)健全試験体 

 

(b)蟻害試験体 

 

(c)充填試験体 

写真 4-9 曲げ載荷試験後の破壊性状の試験体写真[4-12]より図を引用・加工 
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4.6  Step2 蟻害劣化を生じさせた木材試験体による検討 

〜接合部材を対象とした検討 

4.6.1 実験概要 

前項までに，蟻害劣化を生じさせた木部材に対して樹脂充填による補強効果について，

圧縮載荷試験や曲げ試験を実施し，基本的な性能の把握を行なった。実建築においては，

柱脚部分や接合部近辺は蟻害が進行した際に構造的にダメージを受けやすいため，前章

と同様に，イエシロアリによる蟻害促進を行った。試験体は 105×105×1200mm の製材

（以下，I 材）9 体および 105×105×600mm と 105×105×1000mm の製材を図 4-23，写

真 4-10 に示すように土台接合部を模して組み合わせたもの（以下，T 材）8 体を用意

し，1 ヶ月から 3 ヶ月間暴露試験で屋外暴露にて蟻害させた。材寸法は，横架材

105×105×1000mm と柱 105×105×600mm，接合部はほぞ継とし，ほぞの大きさは

30×75×50mm（ほぞ穴 30×75×80mm）とした。縦圧縮載荷試験・せん断曲げ試験と同

様に質量減少率によって食害度 10%，15%，20%のグループ分けを行い樹脂充填によ

る補強を行った。表 4-8に接合部試験体一覧を示す。 

4.4.2 で物性評価を行なった材料試験に加え，同じく試験体サイズは 20×20×40mm

とし，5 体の試験体に対して JIS Z 2101（木材の試験方法）に準じて縦圧縮載荷試験を

行なった。結果を表 4-9に示す。 

 

 

 

 

写真 4-10 試験体の様子 

図 4-23 試験体概要図 

表 4-8 接合部試験体パラメータ 

 

表 4-9 圧縮強度結果 
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4.6.2 蟻害接合部せん断曲げ試験結果 

蟻害劣化した、木材接合部に対して，せん断曲げ試験を行なった。試験体の横架材を

反力フレームに固定し，柱上部に銅板を載せ，反力フレームに固定したボルトでこれを

支持し，銅板上部に取り付けた 4 箇所のナットを均等に荷重が加わるように締めて載荷

を行なった。セットアップ図を図 4-24 に示す。また銅板と柱頭の間にローラーを挟む

ことで水平荷重が円滑に接合部に加わるようにした。これらの荷重全てを合計し，鉛直

荷重を 10kN とした。試験は柱材上部(横架材上面から 500mm)の位置を油圧ジャッキ

により水平力を加え，ジャッキの引き戻し側を-側，押し出し側を+側とし正負繰り返し

加力を行った。加力サイクルは見かけのせん断変形角が 1/450，1/300，1/200，1/150，

1/100，1/75，1/50rad を正負それぞれ 3 回ずつ行い，その後，1/30，1/15，1/10ra.を正

負それぞれ 1 回ずつ行った。写真 4-12に実験の様子を示す。 

 

  

  

図 4-24 セットアップ図 

 

写真 4-12 実験の様子 

①

② ③

④

ロードセル

H形鋼

マグネットスタンド

油圧ジャッキ
変位計

605mm

705mm

1000mm
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4.6.3 蟻害接合部せん断曲げ試験結果 

図 4-25に水平荷重と変位の関係を示す。健全試験体については，最大荷重・変位と

もに 2 つの試験結果が概ね一致する結果となった。補強なし試験体では，質量減少率が

大きくなるほど荷重が減少した。硬質エポキシ充填試験体については 変位については

健全試験体と同等だが，健全試験体よりも荷重が大きくなる傾向が見られた。弾性エポ

キシ充填試験体については，特に質量減少率 15%の試験体を補強したものについて，

最大荷重・変位ともに健全試験体とほぼ同様の結果を示した（図 4-26）ことから，弾性

エポキシによる補強が健全試験体と同等の補強効果があると言える。 

一方で，硬質エポキシ充填試験体は，健全試験体を上回る実験結果となったことは，

充填した樹脂でほぞ接合部に対して補強効果が得られたことに起因すると考えられる。 

 

  

(a) 健全試験体    （b)補強なし試験体 

  

（c） 硬質エポキシ充填試験体 （d） 弾性エポキシ充填試験体 

図 4-25 水平荷重と変位 

  

（a） 硬質エポキシ充填試験体 （b） 弾性エポキシ充填試験体 

図 4-26 水平荷重と変位(健全体比較)                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                               
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図 4-27に最大せん断荷重一覧を示す。硬質エポキシおよび弾性エポキシ充填試験体

は健全試験体の最大荷重の 0.7-1.3 倍となった。 

また，硬質エポキシ充填試験体と樹脂充填なし試験体を比較すると質量減少率 10%

で約 2.3 倍，質量減少率 15%で約 2.9 倍，質量減少率 20%で約 3.6 倍の荷重増加とな

り，高い補強効果が確認された。同様に弾性エポキシ充填試験体と樹脂充填なし試験体

を比較すると質量減少率 10%で約 1.4 倍，質量減少率 15%で約 3.1 倍となり弾性エポ

キシよりも硬質エポキシ充填試験体の方が高い補強効果を示した。 

また, 質量減少率 20%の硬質エポキシ充填試験体では変形角が 1/15rad のときに正

負方向共に最大荷重となり，全試験体の中で最大荷重が最も高い結果となった。 

図 4-28に充填後と蟻害前の質量変化率を示す。図 4-27で示す試験体のうち，充填し

た試験体において最大荷重が低かった硬質エポキシ充填における質量減少率 15%およ

び弾性エポキシ充填試験体における質量減少率 10%は，質量変化率が 88-92%となって

おり，他の試験体に比べると 5%以上低い結果となっている。以上より，充填が不十分

であることが荷重の低さの要因であると言える。 

 

 

図 4-27 最大せん断最大荷重一覧 

 

図 4-28 充填後／蟻害前の質量変化率 
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初期せん断剛性を図 4-29 に示す。健全試験体よりも硬質エポキシ樹脂で補強した質

量減少率 10%の試験体の方が，高い初期剛性を示した。また，硬質エポキシ樹脂補強試

験体については，健全試験体と比較すると 6 割程度ではあるものの，無補強試験体と比

較すると，２倍程度剛性が高くなっていることがわかる。弾性エポキシ樹脂については，

質量減少率 20%のものについては，図 4-30に示すように，健全および補強した試験体

については，設計クライテリアで用いられる 1/200rad において剛性を保っていること

が確認できた。 

 

 

図 4-29 初期せん断剛性一覧 

 

図 4-30 P-P’剛性 
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また，剛性が一部ばらついていることについて，正負に分けて剛性の検討を行なった。

図 4−31に示すように，正側の剛性は健全材>補強材（硬質エポキシ）＞補強材（弾性エ

ポキシ）＞無補強であるのに対し，負側の剛性は全体的に低く出ている。特に健全試験

体と硬質エポキシ補強（質量減少率 10%）の試験体において低くなっている。該当箇所

の最大荷重については，図 4−32に示すように，正負で大きく乖離している。 

 

 

(a) 正側 

 

(b) 負側 

図 4-31 割線剛性 
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(a) 健全 (b) 補強なし 

  

（c） 硬質エポキシ補強 （d） 弾性エポキシ補強 

図 4-32 最大荷重推移 

 

荷重が低い要因としては，油圧ジャッキを引き戻す際に，写真 4-12に示すように，

柱上部に載せた胴板が浮き試験体との間に隙間ができることで，荷重が伝わらず，剛性

に影響が出たことも考えられる。 

 

 

写真 4-12 負側載荷時の状態 
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4.6.4 樹脂の充填性評価 

写真 4-12に超音波測定箇所を示す。土台想定材，柱想定材共に 200mm おきに健全

材，蟻害材（蟻害あり充填なし材），補強材（蟻害あり充填あり）に対して超音波伝播

速度を透過法により測定した。図 4−33 に蟻害あり充填なし，図 4−34 に蟻害あり充填

ありの測定結果を示す。超音波伝播速度の測定結果より，土台想定材は接合部分を中

心に蟻害が進み，柱想定材は一様に蟻害が進行していることがわかる。また，充填によ

り特に接合部周辺が補強されていることが明らかとなり，せん断曲げ結果とも一致す

る結果となった。 

 

 

  

 

写真 4-12 超音波測定場所 

  

土台想定材 柱想定材 

図 4-33 蟻害による超音波伝播速度の変化 
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土台想定材 柱想定材 

質量減少率 10％ 

  

土台想定材 柱想定材 

質量減少率 15％ 

  

土台想定材 柱想定材 

質量減少率 20％ 

図 4-34 硬質エポキシ樹脂補強による超音波伝播速度の変化 
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土台想定材 柱想定材 

質量減少率 10％ 

  

土台想定材 柱想定材 

質量減少率 15％ 

図 4-34 弾性エポキシ樹脂補強による超音波伝播速度の変化 
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充填前後の速度変化率の平均を図 4-35に示す。充填前後の超音波伝播速度について，

硬質エポキシ充填は 1.5-2.3 倍，弾性エポキシ充填については 1.3-2.0 倍となった。 

図 4-36に最大荷重増大率と超音波伝播変化率の関係を示す。両者の相関性はR2=0.50

と相関性は高いとはいえない。充填は十分されているので、超音波伝播速度の測定方法

の再考が必要であると考える。 

図4-37に剛性比率と超音波伝播比率の関係を示す。両者の相関性はR2=0.78と高く，

超音波伝播速度比から蟻害の表層ならびに内部の被害を質量比の観点で評価できる。 

 

 

 

 

  

 

図 4-35 速度変化率（平均値） 

  
図 4-36 最大荷重増大率と超音波伝播 

速度変化比 

図 4-37 剛性比率と超音波伝播 

速度変化比 
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4.7 まとめ 

本研究では，超音波試験の透過法による内部劣化した木材の欠陥探査および樹脂充

填による補強法の確立を目的とし，模擬劣化試験体と蟻害試験体を対象として，超音

波法による欠陥探査と樹脂充填状況の評価，および樹脂充填による補強効果の評価の

ために，蟻害劣化試験体の圧縮載荷試験，曲げ強度試験および土台接合部のせん断曲

げ強度試験を行った。本研究において得られた知見を以下に示す。 

 

1)  穿孔による木材の欠損状態の変化と樹脂の補強効果を検証するために，圧縮力を

均等に負担できるように中心および均等かつ分散配置した孔を有する模擬劣化試験体

を対象とし，超音波法による欠陥探査ならびに縦圧縮試験を行った。その結果，圧縮強

度の明確な低下が認められた欠損割合 30%において，超音波速度の変化が認められた。

また，樹脂充填を行った試験体に対しても超音波法を用いることで内部充填状況の推

定が可能であることがわかった。樹脂充填によって，全ての試験体において劣化試験

体よりも圧縮強度が上昇していることから，樹脂充填は劣化材の縦圧縮強度向上に一

定の効果がみられることを示した。 

2) 蟻害試験体を対象とした超音波法による内部劣化探査について，超音波伝播速度比

と質量比，充填状況と超音波伝播速度比には高い相関が認められ，蟻害を受けた木材に

ついて，超音波伝播速度比から蟻害の表層ならびに内部の被害を質量比の観点で評価で

きる可能性が示唆された。 

3) 蟻害が進行した曲げ部材を想定し，樹脂充填による補強効果を曲げヤング係数およ

び曲げ荷重の観点から評価を行った。充填の状況を超音波による表面法で評価できるこ

とが確認されたものの，曲げ耐力の向上効果は圧縮強度ほど顕著ではなかった。 

4) せん断曲げ試験において硬質エポキシ, 弾性エポキシでの充填にて共に補強効果

を確認することができた。また，剛性の回復も見られたことから樹脂充填による補強の

有用性が示された。 

 

今後は，劣化材の樹脂充填による曲げ性能の向上のほか，実部材における構造性能

の向上に向けての検討を進めていく必要がある。 

また，本論文で示された蟻害における食害の程度は限定的なものであるため，実際

の蟻害を受けたケースにおける検討を，特に定量的な断面欠損量と樹脂充填の効果の

関係等の点から進める必要があると考える。 
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第５章 まとめ 

 

5.1 本研究のまとめ 

本研究では，既存木造建築物の劣化部位の材料特性評価のための非・微破壊的手法の

適用性と蟻害による内部劣化に伴う木造部材の断面欠損に着目し，「部材を極力傷つけ

ない非・微破壊による内部劣化探査および部材をできるだけ活かす補強方法の提案」を

目指して研究を進めてきた。 

本研究において得られた知見を以下に示す。 

 

1) 縦圧縮強度の低強度域（超音波伝播速度 1500m/s以下）においては，完全非破壊に

よる強度推定の可能性が示唆された。中強度以上については，プローブによる引抜

き抵抗試験での材料強度推定が可能である。 

2) 補強孔をあけることによる木材の欠損状態変化と樹脂の補強効果を検証するため

に，圧縮力を均等に負担できるように中心に穿孔した模擬劣化試験体を対象とし，

超音波法による欠陥探査ならびに縦圧縮載荷試験を行った。その結果，縦圧縮強度

の明確な低下が認められた欠損割合 30%において，超音波速度の変化が認められた。

また，樹脂充填を行った試験体に対しても超音波法を用いることで内部充填状況の

推定が可能であることがわかった。樹脂充填によって，全ての試験体において劣化

試験体よりも圧縮強度が上昇していることから，樹脂充填は劣化材の圧縮強度向上

に一定の効果がみられることを示した。 

3) 蟻害試験体を対象とした超音波法による内部劣化探査について，超音波伝播速度比

と質量比，充填状況と超音波伝播速度比には高い相関が認められ，蟻害を受けた木

材について，超音波伝播速度比から蟻害による劣化を質量比の観点で評価できる可

能性があるものと考える。 

4) 蟻害が進行した曲げ部材を想定し，樹脂充填による補強効果を曲げヤング係数およ

び曲げ荷重の観点から評価を行った。充填の状況を超音波による表面法で評価でき

ることが確認されたものの，曲げ耐力の向上効果は縦圧縮強度ほど顕著ではなかっ

た。 

5) 蟻害が進行した接合部を想定し，樹脂充填による補強効果を内部劣化への樹脂充填

によるせん断強度・せん断剛性の向上が確認された。 
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5.2 材料強度推定フローの提案 

本研究の成果を踏まえ，グレード 4の劣化木材を一例として低強度領域における超音

波伝播速度に基づく縦圧縮強度推定式（式 3-1）および材料強度推定フローを図 5-1に

提案する。 

 

 𝐹𝑐 = 7.65 ∙ 𝑋2.30 ・・・式 5-1 

 ここで，𝐹𝐶 :劣化木材の縦圧縮強度 (N/mm2)  

 

図 5-1 に示すように，目視診断で診断結果がグレード 2 以上の箇所については超音

波試験を実施する。その際に，超音波伝播速度が 1500m/s 以下の箇所については，式

3-1にて強度推定を行う。 

また，1500m/sを越える箇所については，グレード 0〜1の箇所と合わせてプローブ

引き抜き試験を行い，推定密度から強度推定を行うものとする。 

更に，補強対象については，超音波伝播速度が 1500m/s 以下の箇所は補強対象とす

ることに加え，1500m/s以上の箇所については，引抜き抵抗試験結果と公称値もしくは

健全部のデータと比較し，補強の判断を行うこととする。 

 

 

図 5-1 材料強度推定フロー 

 



付録 

非・微破壊的手法による既存建造物の 

材料性能評価 
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付録１ 非・微破壊的手法による既存建造物の材料性能評価 

〜駒込樹林館の例〜 

 

1 はじめに 

第 5 章までに非・微破壊試験による材料性能評価および樹脂充填による補強の有用性

を示してきた。そこで付録では実建築物に対して今後保存・改修を行なっていくために，

構成材料の耐久性の把握を目的として調査を行った。 

 

2 調査対象 

 東京都豊島区駒込に位置する樹林館の蔵は，1918 年（大正 7 年）に建設された。2 階

建の蔵で，基礎と壁が鉄筋コンクリート造（以下，RC 造），屋根および床組は木造瓦

葺の複合構造である。日本で RC 造が建築に取り入れられ始めたのは明治時代後期とい

われており，蔵の構造は土・組積に始まり 1910 年以降になると，RC 造や木-RC 造の

複合構造の蔵が多く見られるようになったことから，樹林館の蔵は RC 造を取り入れた

初期の建築であるといえる。1923 年の関東大震災に被災したものの大きな被害は無く，

1945 年の東京大空襲においては 2 発の焼夷弾の直撃を受け発火したものの燃焼するこ

とは無かった（写真 1(b)）。現在も一部の柱や梁部分に炭化の跡が見られ修復された箇

所もあるが，今もなおほとんどの部材において当時のまま現存している。本論は，今後

の保存・改修に向けた本蔵の構成材料の耐久性の把握を目的として調査を行った結果を

報告するものである。 

 

 

 

(a)外観 (b)内部（1F） 

写真 1 調査対象写真 
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3 調査対象の構法調査 

3.1 構法の概要 

蔵のパースを図 1に，平面図を図２に示す。蔵の構造は，基礎と外壁が RC 造，屋根

および床組みが木造の RC-木複合構造である。RC造の外壁は厚さ 70mm で，屋外は石

割目地をつけた洗い出し仕上げ，屋内はモルタル仕上げが施されている。2 階床付近の

一部に水切りが回る。1 階床は，束石の上に束をたて，根太を引き，2 階床は 2 本の梁

と壁際の根太受けに根太をかけ，床板が張られており，入り口側は建具縦枠を兼ね屋外

側に，反対側は室内側に根太が突出している。 

 

 

図 1 パース 

  

  

図 2 平面図 
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3.2 RC 壁と木梁接合部 

木梁端部と RC 壁の取り合い状況や，柱の配筋状況および床梁と柱の接合状況確認を

把握するために，工業用携帯式 X 線検査装置（Ｘ線管電圧：80～200kV）を用いて内部

の状態を調査した。撮影の様子を写真 2に示す。 

調査結果における X 線の角度と像の影の深さから，図 3に示すように，木梁は RC 壁

内部へ 34mm 程度入り込んでいると考えられる。床梁下端と柱上には接合具は見られ

ず，木梁はコンクリート壁面に直埋めされているといえる。 

なお，柱および壁に図 4に示すような孔状の空洞が確認された。RC 工事において金属

製のセパレーターが普及するのは 1920 年代後半であり，それまでは竹が使用されてい

た[付 1]ことから，この孔は竹のセパレーターであると推察される。 

 

  

a) Ｘ線発生器設置位置 b) Ｘ線フィルム貼り付け位置 

写真2 X線撮影の様子 

 

 

図 3 接合部詳細 図 4 X線写真 
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4 材料の耐久性調査 

4.1 調査項目について 

 本調査における調査項目一覧を表 1に示す。 

 

表 1 調査項目一覧 

 

 

4.2 RC 造部における調査概要 

4.2.1 調査概要 

 RC 造部分についてはコア抜きにより中性化深さ，圧縮強度，かぶり分布，内部の含

水状態，鉄筋の腐食状況を調査した。 

 

4.2.2 調査項目 

(a) 中性化深さ測定 

 Φ60mm 程度の湿式コアの採取を行い，JIS A 1152 に準拠し，中性化深さの測定を行

った。 

(b) コア供試体圧縮強度 

(a)の供試体に対して，石膏でキャッピングを行った後，JIS A 1107 に準拠して圧縮

試験を実施した。 

(c) かぶり分布 

かぶり分布の測定は電磁波レーダ法によって，外壁の南面および東面の水平方向及び

鉛直方向のそれぞれについて計測した。 
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(d) コンクリートの含水率分布 

 鉄筋のかぶり厚さ近辺の含水率を把握するため，ドライビットにより Φ43mm 程度

の乾式コアを，雨天による内部の含水状態の変化を避けるため，2 日間の晴天の続いた

日に採取した。採取を行ったコア供試体の表面から約 10～20mm のスパンで切断し，

105℃乾燥炉を用いて，下式により質量含水率を算出した。 

 

 

 (1) 

 

M : 質量含水率(%) M : 調査時質量(g) 

Mdry : 105℃乾燥後絶乾質量(g) 

 

 

(e) 鉄筋の腐食状況 

 鉄筋の腐食状況はコアの採取孔を用いて目視確認した。 

100
−

=
dry

dry

M

MM
m
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4.2.3 調査結果および考察 

a) 中性化深さ測定 

 中性化深さの測定を行った結果，写真 3に示すように，全断面中性化していることが

確認された。 

 

 

※フェノールフタレイン溶液の噴霧後の状況 

写真 3 コア供試体 

 

(b) コア供試体圧縮強度 

圧縮強度試験結果より，圧縮強度は 5.62N/mm2 であった。時代はやや下がり，当該

建築物とは直接関係ないが，基準の例として 1921 年（大正 9 年）に制定された「市街

地建築物法施工規則」（表 2）と比較すると，1921 年当時の許容圧縮応力度に相当する

値であることが分かる。 

 

表 2 市街地建築物法施行規則（1921 年当時） 

 

※C:セメント，S:細骨材，G:粗骨材   

 

(c) かぶり分布 

かぶり厚さの分布を図 5に示す。調査した鉄筋 32 本におけるかぶり厚さの平均値は

33.3mm，標準偏差は 8.99mm そして変動係数は 0.27 であった。これは，平松により

調査された 1960 年代の RC 造建築物の壁部材と同程度の標準偏差であった[付 2]。ま

た，先述した「市街地建築物法施行規則」1921 年（大正 9 年）制定時のコンクリート
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の規準かぶり厚さはスラブで 20mm，柱梁で 30mm となっており，外壁側の配筋は

1921 年当時の水準を概ね満たしている。 

 

 

図 5 深さ別質量含水率 

 

 (d) コンクリートの含水率分布 

 コンクリートの質量含水率と筒元（外壁側）からの距離の関係を図 6に示す。コンク

リートの断面内において含水率の勾配は認められず，含水率は平均 1.7%程度と一般的

なコンクリートと比較して[付 3]低い値であった。Kelvin 式においては，相関的に小さな

空隙においては水分が残るということが示されているが，本コンクリートにおいては比

較的粗大な空隙が支配的であったことが推察される。この点においては，今後さらに検

討を進めたい。 

 

 

図 6 深さ別質量含水率 
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 (e) 鉄筋の腐食状況 

 コア抜き調査部の鉄筋のかぶり厚さは 36mm であった。一般的に中性化が鉄筋まで

到達した時点でコンクリートの中性化が進行し始めるといわれているが，本調査におい

て，コンクリートの全断面において中性化しているにも関わらず，内部の鉄筋の腐食は

生じていなかった（写真 4(a)）。その原因としては，鉄筋近傍の含水率が低く，鋼材の

腐食に必要な環境が形成されていなかったと推察される[付 4]。 

一方でかぶり厚さが 10mm 程度の部分では鉄筋の腐食が確認されており（写真 4(b)），

コンクリートの含水率が低い環境下において 30mm 程度以上のかぶり厚さが確保され

ていれば中性化が生じていても鉄筋の腐食は生じないものと推察される。 

 

 

 

 

 

(a)コア孔 (b)かぶり厚さ 10mm 付近 

写真４ 鉄筋の状況 
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4.3 木造部における耐久性調査 

4.3.1  調査項目 

(a)非破壊調査 

(a-1)水分量調査 

 木材の水分による誘電率の変化を測定する高周波容量式水分計にて 1 箇所につき 10

回測定し，その平均を水分量とした。なお目視による腐朽状況の確認を行ったが，木材

の腐朽等は確認されなかった。 

(a-2) 超音波伝播速度測定 

 超音波の発信面と受信面を部材に接触させ木材内部の超音波伝播速度を測定した。本

調査においては，柱・梁･桁について繊維方向に対して実施した。 

 

(b) 微破壊調査－穿孔抵抗測定 

木材内部の抵抗値を測定した。なお抵抗値が高いほど内部が密であると判断され，健

全であると判断できる。 

 

4.3.2  調査結果および考察 

a) 非破壊調査 

(a-1)水分量調査 

晴天と雨天日に計測を行ったが，図 7に示すように，蔵内の部材の含水率は場所によ

らず 10%前後であり，一般的な平衡含水率とされる 15～16%を下回った。接合部分に

ついては，土台近くの開口部に位置することが，含水率に影響していると考えられる。 

 

 

図 7 各部材における含水率 
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4.3.3  推定式を用いた蔵における強度推定 

既往の研究[付 5]より得られた穿孔抵抗値を用いた推定式を(2)，超音波伝播速度を用い

た推定式を(3)に示す。  

 𝑦 = 3.38𝑥 + 23.25 (2) 

 𝑦 = 0.01𝑥 + 7.69 (3) 

 

 

x : (2)穿孔抵抗値 

(3)超音波伝播速度 

y : 圧縮強度(N/mm2) 

 

図 8 に示す通り，式(2)では 29～34N/mm2，式(3)では 30～40N/mm2，となり，2 種

類の非破壊試験結果から，対象部位においては，十分な強度を確保していると推定され

る。 

 

 

図 8 各部材の強度推定 
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5  火害調査 

5.1  調査項目 

火害調査については，目視・炭化深さ測定による火元の推察，微破壊調査による強度

推定を行った。 

(a)炭化深さ測定 

 火害調査については，デプスゲージを使用して，健全部までの炭化深さを測定する（写

真 5）とともに，おおよその火の流れを推察するために焼夷弾の投入口から炭化深さ計

測地点までの距離を計測した。炭化した部材の例を写真 6に示す。計測結果を建物の火

害診断及び補修・補強方法指針・同解説に準じ，炭化深さから火災継続時間を算出した。 

 

  

写真 5 炭化深さ計測の様子 写真 6 炭化した部材 

 

(b) プローブ引抜抵抗によるせん断強度 

火害が確認された場所を中心に，既往の研究[付 6]，[付 7]を参考に，プローブの引張強さ

により木部のせん断強度を求めた。 

 具体的には部材の繊維直交方向に穿孔（直径 3mm）し，ドリルに取り付けたプロー

ブを深さ 20mm・35mm の地点まで先孔にねじ込んだ後，1mm/min を目安に Figure.20

に示す携行型引張試験機を用いて引張抵抗を計測し，最大値を引抜強さとし，この引張

強度の測定値から基準化引張強度（式(4）），木材密度（式(5)），繊維方向せん断強度（式

(6)）を求め，公称値[付 8]と比較検討を行い，強度推定を行った。 

 

 

 (4) 

 𝐷 = 0.0032𝜏 + 0.1745 (5) 

 𝑆ℎ𝐿 = 0.5128𝜏 + 2.3822 (6) 

 

τ : 基準化引張強度(N/mm2) P : 引張強さ(N) 

 : プローブのネジ部外径(mm) π : 円周率 

Lt : プローブのネジ部刃長(mm) 

LR tt 
=

π
τ

P

Rt
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5.2  調査結果および考察 

(a)炭化深さ測定 

炭化状況より，焼夷弾は小屋組みの南側（桁-2-1,桁-2-2 付近）と二階の南西側（桁 2-

1,桁 2-2 付近）の二箇所に落下し，小屋組み部分より打ち込まれた焼夷弾が階段下にま

で落下して，小屋組みの南側（桁-2-1,桁-2-2 付近）と階段下（階段下 1，階段下 2 付近）

2 箇所を火元に燃え広がったと推定される。火災継続時間は最も長いところで 10 分，

平均としては50秒と推定される。炭化深さから推定する火災状況の推定を図9に示す。 

 

 

図 9 炭化深さから推定する火災状況の推定 
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(b) プローブ引抜抵抗によるせん断強度 

 強度推定に関しては，樹種が不明なため，材料としての最小値を検討することとした。

スギ材と比較した場合，2 階の桁-2 を除いてせん断強度（図 10）と密度ともに公称値を

満たしている。 

また，前述した超音波速度測定と穿孔抵抗測定の強度推定からも，一定以上の強度が

保たれていることが明らかとなっており，著しく損傷した部位は無かったといえる。 

すなわち，炭化以深部の材料強度は十分に高く，炭化部以外の断面積は，炭化が最も

進んでいる箇所においても 95％程度確保されていることを考慮すると部材は十分健全

であると判断できる。 

 

 

図 10 各部材のせん断強度 
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6  まとめ 

本報告では，築約 100 年の東京都豊島区駒込に位置する樹林館の蔵について，今後の

保存・改修に向けた耐久性の把握を目的として調査を行った。本稿の結論を以下に示す。 

 

1) コンクリート部材の全断面において中性化が進行していたが，かぶり厚さ 30mm 程

度の鉄筋において腐食は確認されなかった。 

2) コンクリートの圧縮強度は 5.62N/mm2 であり，参考値として，当時の市街地建築

物法施行規制の許容圧縮応力度程度の値であった。 

3) 木材部については，健全部において約 30N/mm2 の強度が推定され，炭化部におい

ても 95%以上の断面が確保されていた。 

4) 焼夷弾は小屋組みの南側と二階の西側の二箇所を火元として燃え広がった。燃焼時

間は最大で 10 分程度であったと推察される。 

 

以上，本蔵の調査により，鉄筋コンクリートについては，中性化による鉄筋腐食の条

件におけるかぶり厚さ及びコンクリートの含水率の考慮の必要性を，また木材について

は力学特性評価における非・微破壊試験の有用性を示すことができたと考える。 
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